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五 終わりに-1930年代における研究開発・生産システムヘの展望―
は じ め :こ
第一次世界大戦を契機として,軍事的に注目
され,その後の 1920年代に国際的にも急拡大
を遂げる航空機産業は, 日本においては,陸海
軍の主導的な役割と外国技術の導入に支えられ
たものであった。そうした事情の下,代表的な
航空機メーカーの一つであった三菱財閥の航空
機部門 (三菱内燃機製造株式会社,三菱内燃機
株式会社,三菱航空機株式会社,そして三菱重
工業株式会社名古屋航空機製作所という変遷を
辿る)についてみると,海軍制式採用の機種で
あった「零式艦上戦闘機」は,技術的にも,大
量生産という点においても日本航空機産業史上
の画期をなすものであったこともよくオ融商され
ることであった。他方,1920年代は国際的には
フォー ド・システムの普及期でもあり,その代
表が自動車産業であり,そして航空機産業で
あった。実際, 日本の航空機産業においても,
戦時下,アメリカ的な生産システムと考えられ
る新たな大量生産方式である前進作業方式の導
入が三菱重工業・名古屋航空機製作所において
企図されただけでなく,それはトヨタ自動車の
かんばん方式による生産方式の先駆けであった
という証言もある。そして,この前進作業方式
の実態の解明,および位置づけに関する研究も,
近年,すすめられている(1)。
本稿では,第一次大戦期に登場する新産業と
しての航空機産業が,陸海軍への依存と外国技
術の不断の導入によりながら,研究開発そして
生産方式を如何に発展させることができたの
か,そしてそれは如何なる意義をもつもので
あったのかを三菱のケースをとりあげて,明ら
かにしたい。ここでは, まず陸海軍の主導性と
外国技術の導入によって企業経営がア多られるこ
ととなった1920年代の三菱における航空機事
業に限定して論じたぃ(2)。
二 航空機事業への参入
まず,航空機の開発,および製造への三菱に
おける参入の事情について検討しよう。三菱に
おいて,当初,航空機事業を担当したのは三菱
造船株式会社であった。その発端は,第一次世
界大戦以前に横須賀海軍工廠において航空機製
造に着手していた海軍の要請であった。その経
緯は次の通りである。
「海軍の委託により,神戸三菱造船所 (明
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治38年7月開設,大正6年11月三菱造船
神戸造船所となる)が航空機用発動機製造
に乗り出したが,これを受けて当時の三菱
合資ロンドン支店では,フランスのルノー
社やイスパノ=スイザ社のような有力航空
発動機メーカーとわたりをつけて,これを
造船所に紹介し,橋渡しを行っていた」③。
海軍の要請は航空機エンジンの開発・製造に置
かれていたことが知られよう。
海軍の横須賀海軍工廠におけるファルマン式
航空機の機体製造は1913(大正2)年に開始さ
れており,その後の改良を経て,同海軍工廠の
中島知久平機関大尉によって設立された飛行機
研究所 (後,中島飛行機製作所)における「横
廠式口号水上機」の生産(4)に見られるように,
技術開発についてはともかくとして,実際の航
空機の製造が軍工廠においてではなく民間企業
に委ねられていることは,明治以来の軍事生産
における陸海軍工廠の位置の変化を示すもので
あった。
三菱の航空機事業への参入に際して,海軍の
果たした役割の大きさは決定的なものであっ
た。つまり,三菱においては,1917(大正6)
年,三菱造船によるフランス・イスパノスイザ
200馬力発動機の製造権購入を実現するのであ
るが,それを直接的に担当したのはすでに予備
役とはなっていたが,元海軍機関中将の武田秀
雄であった。その経緯は次の通りであった。
「此の時,翁[武田秀雄]は未だ三菱に入
社するに至らざりしも……同年[大正6年]
夏頃,ロンドン滞在中,仏国の世界的に有
名なるイスパノシーザ飛行機用発動機会社
との間にイ式発動機製作1在買収に関する交
渉を開始し,これが為め翁は親ら仏国に渡
りて交渉せしが,同年 12月5日に至り,契
約書の署名完了せり」(5)。
この後,武田秀雄は,1918(大正7)年1月12
日,三菱合資会社顧間となり,さらに同月18日,
三菱造船株式会社取締役,同年 2月,三菱合資
会社管事に就任し,それをもって「始めて正式
に入社」したという。三菱は武田秀雄を「岩崎
久弥男爵の個人的顧間」とすることで製イ伺
'在
の
確保 にいたったのである(6)。武田秀雄 は,
1922(大正 11)年には,三菱内燃機株式会社の
取締役会長となった(7)。海軍に対する三菱の配
慮が窺えるところであろう。
三菱における発動機設計の開始については次
の通りであった。
「仏国のイスパノスイザ 200馬力発動機
の製造権購入に伴い,伊藤久米蔵博士らを
仏国に派遣し,その帰国後直ちに実験用発
動機の設計を開始した」(8)。
それと併せて,1917(大正6)年という,第一
次世界大戦の「戦火未だ治まらざる時,本発動
機の製イ付程を譲り受け,技師,職工数十人を派
遣して其製造方法を修得せじめ」たのであった。
その模様は次の通りであった。
「時恰も『グレート,デフエンス』の際で
あって同社工場所在地なる巴里郊外『ボア,
コロンブ』及其西北にある同鋳物工場所在
地『クレイユ』付近は敵弾飛注の焦点とな
り・… か¨かる惨`1倉たる西部戦線の第一線に
あって……稀にみる悲壮なる実習を遂げた
のであった」。
この様な技師及び職工による鋳物工場での実習
を経て,1919(大正8)年には「神戸製作所に
於いて始めて……第一機を完成し」たR三菱
は,フランスのイスパノスイザ社から航空機発
動機の製作権を取得 したことに対応 して,
1919(大正8)年5月,三菱造船的に神戸内燃
機製作所を設立し,そして,1920(大正9)年
5月,三菱内燃機製造榊を創立する(10)。
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海軍における航空機の産業的な確保が,三菱
における航空機産業への進出として具体化した
ことは,他方では,陸軍の航空機開発の方向を,
ある意味で規定することとなる。陸軍の側は次
の様な対応をとる。つまり,その経緯は,1918(大
正7)年4月の「永井末駐仏大使館付武官」の
臨時軍用気球研究会長(同会は,1909年設立)
に対する次の意見具申によって知られる。
「三菱造船所ニテハ『イスパノ』ノ製イ付在
ヲ買収シ技師,職エヲ仏国二派遣シ製造術
ヲ練習セシメツツアリ……日本陸軍ニテ発
動機ヲ自製セントセハ三菱ノ例二準シロ下
仏国二於ケル発動機中将来ノ見込多キモノ
ヲ選シ製作権ヲ買収シテ製造術ヲ伝習錬磨
シツツ之レト併行シテ技術家ノ発明カヲ増
進スルヲ要ス/而シテ『イスパノ』′ヽ三菱ニ
委ネ陸軍ニテハロ下ノ趨勢上『サルムソン』
ヲ採用セラルルヲ可トセン……」(H)。
実際,陸軍における発動機の開発・製造は,フ
ランスの「サルムソン」の採用となり,川崎造
船所兵庫工場において進められることとなる
が,そこに至る川崎造船所の動向は次の通りで
あった。
「[兵庫工場造機設計部に]飛行機科設置 1
カ月後の [大正]7年8月,パリ滞在の松
方社長がフランス・サルムソン社からサル
ムソン2A-2型偵察機およびサルムソン
AZ-9型発動機の製造権を獲得するととも
に完成飛行機3機(2A-2型;2機,7A-2
型:1機)を購入し,航空機製作への第一
歩を踏み出した」(12)。
陸軍がフランス軍用航空機の導入を決意し,フ
ランス空軍将校団を招くのは1919(大正8)年
1月であるが,_ヒで見た「永井末駐仏大使館付
武官」の意見具中の時期と前後して川崎側が製
造権の取得に乗り出したことになる。そして,
川崎造船所は陸軍からサルムソン2A-2型偵
察機の試作命令をうける1919(大正8)年9月
以降,兵庫工場に加えて同社飛行機部各務原分
工場を設置することで(1922年9月),同社の航
空機事業を強力に推 し進める。そこでは,陸軍
との関連が決定的であった(13)。
したがって,第一次大戦を契機として日本に
おける航空機産業は,陸海軍がそれぞれ航空機
企業を育成しつつ航空機の確保を図ることと
なったのである。
ついでに言えば,この結果,「本邦航空機製作
工場 トシテ嘱ロスヘキモノハ三菱内燃機製作会
社及川崎造船所兵庫分工場ノニナリトス」(14)
と1920年代初頭に言われたのであった。
三 航空機開発と陸海軍
三菱においては,すでに見た様に1920(大正
9)年5月に,三菱内燃機製造株式会社を設立
し,神戸内燃機製作所を同社に移管する(15)。同
時に,1920(大正9)年5月,名古屋に工場を
設置することで,「名古屋における飛行機製作」
を開始する(16)。その後,1921(大正 10)年10月,
三菱内燃機製造株式会社を三菱内燃機株式会社
と社名変更し,名古屋工場を名古屋製作所と改
称する(17)。同時に,名古屋市「南区大江町に広
大なる工場を新築し」「飛行機機体及びイスパノ
型発動機の製作及び修理を開始」したのであっ
た(18)。名古屋製作所を拠点として三菱の航空機
事業は本格的に進められる。
三菱の航空機事業への参入は海軍に主導され
たものであったが,実際の生産体制は,陸海軍
双方向けとなっていた。そのことは,当時の三
菱における航空機事業の組織機構から知られ
る。表 1によれば,発動機については, ともか
くとして,機体については,陸軍機体係,海軍
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表1 三菱内燃機株式会社組織一覧 (1925年)
本店
名古屋製作所
工務係 材料係
設計係 計画係 発動機係 (機械工場 第 1仕上工場 検査場
第二仕上工場)鋳物木型工場係 鍛冶工場係 調質工場係 道
具工場係 道具室係 発電所係
設計係 陸軍機体係 (検査場 組立場 木工場 鉄工場 試飛行
掛)海軍機体係 (検査場 組立場 木工場 鉄工場 試飛行掛)
金属飛行機係 木機製材工場係 縫工場係 プロペラーエ場係
放熱器工場係
研究係 材料試験係 風洞試験係
芝浦分工場
出所 :『三菱合資会社分系会社名簿 大正14年9月30日現在』。
注 :芝浦分工場は「自動車其ノ他一般機械類ノ製造修理等」を担当する「元来小規模ノエ場」であった
期報告書 自大正拾参年拾壱月壱日 至大正拾四年四月参拾日 三菱内燃機株式会社』)。
(『第十
機体係という様に分かれており,全く同じ工程
から成っていることも併せて知られよう。この
背景には,三菱が,1921(大正 10)年3月に海
軍航空機の指定工場となっていること(19),そし
て「甲式一型練習機」の製造に対応して1922(大
正 11)年3月には,陸軍。航空部が険査官を同
社に配置していることがあった(20)。三菱の生産
体制は当初から陸海軍のセクショナリズムに規
定されていたのであった(21)。
陸軍との関連については,既に陸海軍向けの
「航空機取引」に参入していた三菱商事を介し
た新たな動向もあった。
「当社 [三菱商事]は大正 12年9月,陸軍
向けとしてフランスのデボアチンと,金属
飛行機製作につき両者共同出資による提携
の仮契約を締結したが,これが発展して,
大正 14年1月,当社 [三菱商事]とイスパ
ノ=スイザ社及びデボアチンの共同出資に
よるデボアチン飛行機製作会社を設立する
に至り,ロー ルバッハ機と併せて,我が国
の陸海軍向け飛行機の生産に当たっ
た」(22)。
とはいえ,1920年代に陸軍との関係が本格化す
るのは,次の事情があった。
「ドイツのユンカース社製金属飛行機の新
たな登場である。同社の製品は,大正中期
から末期にかけて当社 [三菱商事]が取り
扱ったドイツのロールバッハ及びフランス
のデボアチンのそれに勝とも劣らぬとの定
評があり,当社 [三菱商事]は当時既に陸
軍向けにその製イ付在買収の伸介に乗り出し
ていた間柄でもあったが,遂に昭和3年9
月,三菱航空機は陸軍からの特別の要請に
よって,ユンカース社の全金属飛行機 [の
日本国内特許]及び発動機 (水冷式)の一
手製作及び販売権 を獲得す るに至っ
た」(23)。
このことは,三菱航空機における研究開発に関
-92-
総務課
営業課
総務部
工務課
発動機課
工作部
機体課
研究部
1920年代における航空機産業の研究開発と生産システム
する次の証言に対応する。
「大正 15年に職制が海軍機体係と陸軍機
体係とに分かれ……そのあとすぐに陸軍機
体係の人達は, ドイツのユンカースに勉強
に行きました」(24)。
三菱とユンカース社との特許契約は1928(昭和
3年)であり,それは全金属飛行機に関する技
術習得の一環をなすものであり,陸軍との緊密
な関連の下での進行であった。
とはいえ,1920年代の前半についてみれば,
表2に明らかな様に,フランスからの航空機技
術の導入に力点が置かれており, したがって海
軍との関連が主であったことになる。そのこと
は, 1921(大正 10)年から1927(昭和2)年ま
でに,名古屋製作所で製作された航空機及び発
動機の陸海軍別の数字から知られる。つまり,
「陸軍飛行機 195台 発動機 208台,海軍
飛行機 393台 発動機 444台」(25)とぃう様
に,いずれも,海軍向けの製作数は陸軍向けの
ほぼ二倍となっていた。
更に,1920年代の三菱における航空機開発技
術について見ると,発動機については,「従来本
邦二於ケル航空機用発動機ノ製作二未夕何レモ
欧米発明品ヲ模倣スルノ域ヲ脱セス」という状
況から,1920年代半ばには「三菱式四七十馬力
航空機用発動機ノ新設計」にまでいたってい
た(26)。しかし,その後,欧米諸国において水冷
式発動機から空冷式発動機へと転換することか
ら「英国アームストロング・シドレー 発動機会
社ヨリ・……星型固定空冷式発動機ノ本邦並満州
表2 三菱取得の外国特許及び製作権の一覧
発行年月日
1917年12月5日
1922年5月10日
1923年2月3日
1924年5月28日
1924年7月29日
1925年2月10日
1925年5月22日
1928年6月13日
1928年9月20日
1930年5月6日
1934年11月5日
1935年2月8日
1935年5月4日
1935年6月7日
1937年8月31日
出所 :『三菱重工業株式会社史』1956年,397-9ページ。
名 称
イスパノ発動機
ル トム始動機
アンリオHD14型及び28型飛行機
ヘルツマーク始動機
ランブラン冷却器
アンリオHD19型飛行機
リー ド金属プロペラ
ハンドレ ペーデ スロット翼
ユンカース飛行機及び発動機
カーチスP6戦闘機
カーチス ホーク戦闘機引上脚
ホルネット発動機
スクレナ発動機
エンポイ旅客機
NA16-4型中間練習機
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権利者の国籍及び氏名
仏 イスパノ スイザ社
仏 イスパノ スイザ社
仏 アビオン アンリオ社
仏 ニコラ ヘルツマーク氏
仏 アレクサンドル ランブラン社
仏 アビオン アンリオ社
仏 エス ユー リー ド氏
ピー ルバサール社
英 ハンドレ ベーヂ社
独 ユンカース フルークツオイク
ウント モー トレンベルケ社
米 カーチス エアプレーン
エンド モータ社
米 カーチス エアプレーン
エンド モータ社
米 プラット エンド
ホイットニー エアクラフト社
独 ザクセンベルグ スクレナ社
英 エア スピー ド社
米 ノース アメリカン
アビエィション社
名古屋学院大学論集
二於ケル製作権及販売権ヲ獲得シ技術員ヲ同社
二派遣シテ之力製作ヲ実地研究セシメッッア
リ」(27)とぃう様に,不断に外国技術の導入が図
られることとなる。
三菱における航空機そのものの開発について
は,「機体の製作は艦上戦闘機に始ま」り,それ
は「雇英人スミスの設計に依り,大正 10(1921)
年9月其第一号機を完成し,十年式艦上戦闘機
と称せられた」(28)とある様に,具体的な研究開
発体制は,「英人技師ソッピース社設計主任スミ
ス氏以下招聘,艦上戦闘機の設計に着手」した
ものであった(29ゝ
陸軍向けについても外国人技師による設計で
あった。つまり,
「陸上戦闘機の製作は昭和3(1928)年陸
軍の競争試作に応じ,独人バウマン博士指
導の下に設計試作した隼型が最初で」あっ
た(30)。
外国人技師への依存による機体設計について
は,1930(昭和5)年に「仏アンリオ社ヴェル
ニッス技師招聘」し,設計した「92式軽偵」が
表3 雇外人および海外派遣人数の推移
(単位,人)
海外派遣人数
「外国人設計の最後の機体」であった(31)。外国
人技師の雇い入れについては,限定的ではある
が,表3から知られる様に, 1933(昭和8)年
まで続く力ヽ その人数のピークは1930(昭和5)
年,1931(昭和6)年であった。空冷式発動機
および全金属製飛行機に関する開発・製造の時
期に対応することがわかる。さらに,表からは,
「雇外人」の増加にやや先行して,技師や職工
の海外への派遣による技術習得が見られること
があらためて知られる。
四 航空機製造 と生産システム
次に,上で見た航空機の開発に対応する生産
の実態についてみると,1920-40年代の従業員
数及び機体製造数に関する表4から,1920年代
が,その後の時期における急拡大と比べると規
模は進かに及ばないとはいえ,従業員規模とし
てはほぼ三倍に拡大していることが知られる。
しかし,航空機の製造数は1920年代前半は 100
機前後で推移しており,海軍向けが60機前後
を占めていた。これに対して,1920年代後半に
は,陸軍向けの製造数が激減 したことで全体と
してかなりの低下となっていた。
このような推移の背景には,1920年代におけ
る「軍備縮小」と「一般事業界ノ不振」という
事情があり,そのため名古屋製作所においては
「製作品二対スル注文数量ハ邊二工場生産能力
二及ハス」という状況であった(32)。1920年代半
ばには,「名古屋製作所」において「金属飛行機
ノ製作ヲ企図シ既二其ノ製造工場ヲ新設」した
にもかかわらず,「同所全体 トシテ受注品ノ数量
ハ設備能カヲ活用スルニ遠ク及ハス」という状
況であった(33)。
更に,表5から知られる様に,三菱における
航空機の生産体制が陸海軍双方けとなっている
1928年4月
1928年10月
1929年4月
1929年10月
1930年4月
1930年10月
1931年4月
1931年0月
1932年4月
1932年10月
1933年4月
1933年10月
3
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
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出所 :三菱航空機株式会社,各期『報告書』。
1920年代における航空機産業の研究開発と生産システム
表4 三菱・航空機部門の従業員数および機体製造の変遷
生産数 (機)年 次
1920年
1921年
1922年
1923年
1924年
1925年
1926年
1927年
1928年
1929年
1930年
1931年
1932年
1933年
1934年
1935年
1936年
1937年
1938年
1939年
1940年
1941年
1942年
1943年
1944年
1945年
計
出所
注
ために,製造機種数が1920年代を通じて増加
の一途を辿っていることである。そのため,「名
古屋製作所ハ飛行機機体並発動機ノ等ノ作業相
当繁忙ナリシモ試作研究二要スル出費益々多ク
収益之二伴」う事態となっていた(34)。更に,「事
業ハ航空機ノ設計試作二同業者間ノ角逐念熾烈
ヲ極メ他面海外二於ケル航空機ノ改良発明族出
計
19
122
98
97
97
116
90
82
67
67
181
191
221
191
103
322
914
1,194
1,147
1,697
2,514
3,864
3,628
533
『往事茫茫 三菱重工業名古屋五十年の懐古 第一巻』菱光会,1970年,75ページ。
(1)1937(昭和12)年,名古屋発動機製作所分離。
(2)1945(昭和20)年には,機体関係各製作所を含む。
17.629
シ之力研究ハ瞬時モ忽諸二付スヘカラサルカ為
是等二要スル経費逐年逓増スル」という状況で
ぁった(35)。とすれば,1929(昭和4)年におけ
る「陸軍機の注文激減」(36)は決定的な打撃とな
り,その後においては,三菱は陸軍の動向に沿っ
た研究開発そして生産を強力に推し進めること
となった。
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従業員数 (人)
職 員 工 員 計 陸軍機 海軍機
30
32
40
36
51
27
25
9
5
7
80
95
76
72
42
74
350
663
627
800
1,170
1,860
1,210
282
62
60
101
96
145
119
61
248
564
531
520
897
1,344
2,004
2,418
251
92
66
57
65
63
49
43
117
137
145
150
164
175
197
214
211
218
258
296
360
444
504
726
810
1,254
1,468
1,142
1,792
2,340
6,226
12,098
61
921
1,491
1,250
1,285
1,411
1,515
1,583
1,776
1,726
2,337
2,505
4,936
5,994
6,134
6,177
7,155
12,595
17,314
21,276
23,045
29,450
37,807
46,188
57,282
108,291
104
1,038
1,628
1,395
1,435
1,575
1,690
1,780
1,980
1,937
2,555
2,763
5,232
6,354
6,545
6,621
7,659
13,421
18,124
22,530
24,513
30,592
39,599
48,528
63,508
120,389
7,663 9,966
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表5 三菱・航空機製作一覧 (1920年代)
制式機種名
一〇式艦上戦闘機 (海軍)
一〇式艦上偵察機 (海軍)
一〇式艦上雷撃機 (海軍)
一三式艦上攻撃機 (海軍)
甲式一型練習機 (陸軍)
己式一型練習機 (陸軍)
八七式軽爆撃機 (陸軍)
イスパノ200馬力発動機
イスパノ300馬力発動機
イスパノ450馬力発動機
ルノー70馬力発動機
モングース130馬力発動機
出所
注
1920年代前半におけるフランスからの技術
導入は同時に「製造方法」の習得でもあったこ
とから,技術導入に際して,三菱において如何
なる生産システムとして定着したのかについて
みてみよう。フランスは,当時,航空機の開発・
製造の最先進国であり,それ故に技術導入が図
られた訳であるが,フランスのエンジン製造に
ついては,次の証言があった。
「……イスパノ スーイザ・エンジン……に関
するフランスの特許保有企業としては,ア
メリカ合衆国においては,Wright―Martin
に対して,独占的な特許を認可した。表面
的には,イスパノ スーイザ特許が外国登録で
あったが故 に,Wright―Martinシンジ
ケートは合衆国政府から特許権所有者とし
ての認定を得ることができた。それによっ
て,エンジンの特許は製造業者達でつくる
航空機連合という企業連合の手に渡ること
なく,利益のあがる排他性を確保した。……
しかし,イスパノ スーイザ発動機はヨーロッ
設計者 (付記)
ハーバー ト・スミス (イギリス)
ハーバー ト・スミス (イギリス)
ハーバー ト・スミス (イギリス)
ハーバー ト・スミス (イギリス)
(ニューポール機の国産機)
(アンリオ機のライセンス生産)
松原元
(一〇式艦上戦闘機・同偵察機。搭載)
(一三式艦上攻撃機 。搭載)
パでは手作りの注文生産として製造されて
いた最高級のマシーンであったので,規格
化された互換性のある部品に基礎づけられ
たアメリカの生産方式に適応することが困
難であることが明らかとなった。・……
Wright―Martinシンジケートがフランス
政府から1916年中に450基のエンジンの
注文を受けて,その事業を前進させるため
にヨーロッパの機械工の一団を招き入れた
にもかかわらず,1917年の8月まで,何等
の完成品も引き渡すことができなかった。
もっともそのときには,それらは既に時代
遅れとなっていた。・……」(37)。
フランスにおける航空機の生産システムである
「手作りの注文生産」が,アメリカの「規格化
された互換性のある部品に基礎づけられたアメ
リカの生産方式」とは異なっていることが述べ
られている。しかし,上の事情を解決するため
に航空機エンジンに関するアメリカ的な製造方
式が出現する。つまり,
松岡久光『みつびし飛行機物語』アテネ書房,1993年。もとは,『三菱重工業株式会社史』。
一三式艦上攻撃機には,鴻型水上偵察機,虎型艦上攻撃機が含まれる。実際に製造された機種に
ついてのみ掲げた。設計・試作段階に」Lまったものは除いてある。
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生産機数 製作期間
128
159
20
159
57
140
48
154
710
439
15
52
1921-1928
1921-1930
1922-1923
1923-1930
1922-1923
1923-1927
1926-1929
1920-1926
1920-1931
1925-1934
1918-1922
1927-1931
1920年代における航空機産業の研究開発と生産システム
「……まっさきに, ヨー ロッパ型式の単純
なコピー を製造すること力゛決定された。そ
こでは,航空機のタイプに関係なく,これ
らの全ての型式を,アメリカで生み出され,
そして大量生産された唯一のエンジン,つ
まり当時の最 も人気のあったキャッチフ
レーズであるリバティと呼ばれた,それに
あわせるという逆転の発想であった。……
リバテイ とい うエ ンジンは1915年と
1916年に,パッスカード・モータ ・ーカ ・ー
カンパニーによって開発されたエンジンを
源とする。それはレーシングカーとしてだ
けでテストされたエンジンであり,航空機
出所
注
用としては馬力があまりにも強力であっ
た」(38)。
三菱における航空機製造の習得先は既に見たよ
うにフランスからのものとなっており,さしあ
たりそこでの生産方式が導入されたとも考えら
れるが, 明らかではない。
そして,1920年代後半には,ドイツからの技
術導入にともなって生産システムの上でも影響
を受けることとなる。つまり,1928(昭和3)
年に「独ユンカース社ジャーデーカイル技師他
招聘」し,「ユ社四発輸送機」を「重爆に改造着
手(92重爆)」し,そこでは「進歩的なエイ付支術,
作業管理法,図面,整理法,基本部品の取扱等
表6 三菱 。名古屋製作所の工場組織構成の推移 (単位,人)
合計
1924年11月
1285
合計
1927年2月
1508
1928年10月
1782
1933年1月
2425
『職工統計月報』三菱内燃機株式会社名古屋製作所,『職工統計月報』三菱航空機株式会社名古
屋製作所 (1928年5月以降)。
数字は何れも月末のもの。( )は何れも設計係の数字。Aは陸軍,Nは海軍,Pはプロペラを
示す。
合計
合計
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発動機
小 計
機体 其 他 総務会計
319 146 339 122 607 344 15
工作部
発動機課
小 計
機体課 工務課
研 究 総 務
679
(15)
143 340 291
(31)
774
(31)
23 12 20
工作部
総務課発動機課
小 計
機体課
工務課
研究部
745
(23)
16634327
?
．?
??
? 963
(52)
18 34 22
発動機
小計
機体 検査課 材料風洞
試験場
総務課
?
?
?
??
? 727 517 59 1302183 52 29
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導入」し,その結果「三菱機体の基礎を築く」
とある(39)。ここでは「作業管理法」が導入され
たことを指摘するに止まらざるを得ない。
いま,製造工程別の従業員構成についてみれ
ば,表6から,1920年代には機体関係について
は,大きな変動は見られないハ 発動機関係人
員は大幅に増加している。発動機関係の工程は,
1924(大正 13)年の「仕_L工場,検査場,機械
工場」の区分から,1927(昭和2)年には「第
一仕上工場,工程掛,計画係,検査場,機械工
場,木型工場,鋳物工場,電気炉工場,鍛冶工
場,調質工場,道具工場,第二仕上工場,発電
所,運搬工,道具室係,設計係」と細分化・拡
充されていた(40)。水冷式と空冷式の発動機の開
発製造の追求に対応するものといえよう。
五 終わりに-1930年代における研究
開発・生産システムヘの展望一
三菱における航空機事業は1920年代には,
海軍向けを主としつつも,陸軍及び海軍の動向
に対応した開発 。生産体制となっていたと言え
る。そこでは三菱による外国技術の導入が不断
に推進されたことで,企業経営としては不安定
な事業分野となっていたといえよう。そのため,
1928(昭和3)年に「名古屋製作所を三菱の航
空機関係専用工場として再スタートするという
大方針が決」められる(41)。っまり,
「従来船用並陸上用重油機関ノ製作二当リ
タル神戸製作所ノ業務一切ヲ今期初頭二於
テ三菱造船株式会社二引継クト同時二社名
ヲ現在ノ如ク [三菱航空機株式会社と]改
称シ爾来専ラ航空機ノ製作並之力付帯事業
二従事セリ/名古屋製作所二於テハ斯カル
方針二基キエ場施設,研究諸施設ノ改善,
充実並整備二カメ以テ只管優良ナル国産航
空機ノ製作二精励シツツアリ」“
2)。
この結果,三菱の航空機部門の状況は,1930
年代には一変する。その発端については,次の
ような証言がある。
「……海軍機体係では,僕とか堀越君が昭
和4(1929)年頃1 間,米国のカーチス
社へ金属外皮構造のP-6の勉強に行きま
した。……その時のP-6の勉強の成果が,
7試艦戦(昭和7年),96式艦攻(昭和9年)
を経て,10年後の昭和 14年当時 トップク
ラスの戦闘機 零戦 の試飛行成功につな
がったのです。・……一方陸軍機体関係は昭
和4年以降, ドイツのユンカースの技術に
より生産された超重爆,92式重爆の生産に
引続き,昭和8年ユンカース設計思想の 93
式重爆 (キー 1)や93式双軽爆 (キー 2)
の試作,試飛行を行っています」(43)。
海軍向けの開発が,それまでのフランス依存か
らアメリカからの技術吸収に変化したことと,
陸軍については本格的にドイツからの技術導入
となったことが知られる。1930年代には,ドイ
ツ及びアメリカからの技術導入によって,航空
機事業は大規模に展開されることとなる。
航空機エンジンについては,既に見た様に,
「フランスの著名な水冷式航空発動機イスパ
ノ=スイザ社から,その200馬力及び300馬力
発動機の製作権を買収」して「以後……製イ付程
の買収と製品の購入が続けられ,昭和 10年頃
まで三菱航空発動機の主体をなしたが……昭和
3年頃から陸軍向けにドイツのユンカース水冷
式発動機が拾頭する」(44)とあり,その下で量産
化 。国産化がすすめられていくことになる。つ
まり「航空機は昭和7, 8年頃からの国産化推
進による生産増強に加えて,陸海軍の熾烈な要
望による性能の急速な向上が絶対必要となり,
三菱航空機に於いては,従来の英独仏等の欧米
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先進国への技術依存から逸早く脱却すべく,莫
大な費用を投じて鋭意試作研究を重ねた結果,
遂に昭和10年に至り,同社 [三菱航空機]独自
の設計によって,金星四十型(千馬力,空冷式)
のような世界的水準に列する国産最優秀発動機
を完成するに至った」とある(45)。
いずれにしても, ドイツ,及びアメリカは
1920年代以降に展開する科学的管理法のメッ
カであり(46),日本においても技術導入を介して
その生産システムが取り入れられることになる
と思われるが,1930年代における研究開発の検
討とともに今後の課題とせざるを得ない。
圧
(1)『朝日新聞』名古屋本社版,1995年8月16日。
前進作業方式に関する研究としては,山本潔『日本
における職場の技術・労働史』東京大学出版会,1994
年,和田一夫「日本における流れ作業方式の展開」
(lX2)東京大学『経済学論集』61-3,61-4,1995年,
1996年,佐々 木聡『科学的管理法の日本的展開』有
斐閣,1998年などある。ここでは,技術導入にとも
なって生産システムが,再構築されてきたという視
点からの検討となる。
(2)三菱の航空機部門に関する最近の研究としては,
三島康雄ほか『第二次大戦と三菱財閥』日本経済新
聞社,1987年所収「第二章 航空機部門の経営」(藤
田誠久),前田裕子「戦時期航空機工業における生産
技術形成」『経営史学』33-2,1998年等がある。何
れも本稿の観点である陸海軍の主導性と外国技術の
導入の決定的な役割を特質解明に明示的に組み入れ
てはいない様に思われる。当方の視点については,
併せて拙論「高田商会とウエスチングハウス社
-1920年代泰平組合体制,その確  (試論)一」
福島大学『商学論集』59-4,1991年を参照されたい。
(3)『三菱商事社史 上巻』1986年,183ページ。
(4)『海軍航空年表』原書房,1982年。
(5)『武田秀雄伝』1944年,177-178ベージ。企業名
および航空機の表記については,原文に従っている。
以下同様。
(6)前掲『武田秀雄伝』177,183ページ。
(7)『第四期報告書 自大正拾年壱月壱日 至大正拾
壱年四月参拾日 三菱内燃機株式会オ劃。
(8)防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書 陸軍航空兵
器の開発・生産・補給』朝雲新聞社,55ページ。
(9)以上,「航空発動機に就いて一 三菱内燃機株式会
社名古屋製作所 SK生― 」『名古屋工業会々報』
大正 14年9月,第29号,19ページ。
(10 『名航工作部の戦前戦後史』三菱重工業株式会社
名古屋航空機製作所,1988年,11ページ。
(■)前掲『戦史叢書 陸軍航空兵器の開発・生産・補
給』34ページ。
(10『岐阜工場50年の歩み』川崎重工株式会社航空機
事業本部,1987年, 3ページ。
(19 同上, 5ページ。
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